
別記様式（第２条関係）

表

第 号
身 分 証 明 書

所 属

職氏名

年 月 日生 写真貼付

上記の者は、特定都市河川浸水被害対策法第４２条第１項及び第７４条第１項の規

定による立入検査並びに同法第７７条第１項の規定による立入り又は一時使用を行う

職員であることを証明する。

年 月 日交付

年 月 日限り有効

青森県知事 印

特定都市河川浸水被害対策法（抜粋）

（立入検査）

第４２条 都道府県知事等は、第３０条、第３７条第１項、第３８条第２項、第３９条第１項又は

前条第１項の規定による権限を行うために必要な限度において、その職員に、雨水浸透阻害行

為に係る土地（対策工事に係る建築物等を含む。）に立ち入り、当該土地、当該雨水浸透阻害

行為に関する工事若しくは当該対策工事の状況又は当該対策工事により設置された施設を検査

させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があ

ったときは、これを提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。

（立入検査）

第７４条 都道府県知事等は、第５７条第１項、第６２条第１項、第６３条第２項、第６４条、第

６６条、第７１条第１項又は前条第１項の規定による権限を行うために必要な限度において、

その職員に、当該土地若しくは建築物に立ち入り、当該土地若しくは建築物又は当該土地若し

くは建築物において行われている特定開発行為若しくは特定建築行為に関する工事の状況を検

査させることができる。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があ

ったときは、これを提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならな

い。



裏

（測量又は調査のための土地の立入り等）

第７７条 国土交通大臣、都道府県知事若しくは指定都市等の長又はその命じた者若しくは委任し

た者は、第３条第３項（同条第５項において準用する場合を含む。）若しくは第４項の規定に

よる特定都市河川流域の指定又は第４４条第１項の規定による保全調整池の指定に関する測量

又は調査のためやむを得ない必要があるときは、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の

用途のない他人の土地を作業場として一時使用することができる。

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入る者は、あらかじめ、その旨を当該土地の占有

者に通知しなければならない。ただし、あらかじめ通知することが困難であるときは、この限

りでない。

３ 第１項の規定により宅地又は垣、さく等で囲まれた他人の占有する土地に立ち入る場合におい

ては、その立ち入る者は、立入りの際、あらかじめ、その旨を当該土地の占有者に告げなけれ

ばならない。

４ 日出前及び日没後においては、土地の占有者の承諾があった場合を除き、前項に規定する土地

に立ち入ってはならない。

５ 第７４条第２項の規定は、第１項の場合について準用する。

６ 第１項の規定により特別の用途のない他人の土地を作業場として一時使用する者は、あらかじ

め、当該土地の占有者及び所有者に通知して、その意見を聴かなければならない。

７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による立入り又は一時使用

を拒み、又は妨げてはならない。

８～１０ 略

第８５条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、６月以下の懲役又

は３０万円以下の罰金に処する。

一・二 略

三 第４２条第１項又は第７４条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避したと

き。

四 第７７条第７項の規定に違反して、土地の立入り又は一時使用を拒み、又は妨げたとき。

（備考）

１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ６縦長とする。

２ この用紙は、中央の点線の所から二つ折りとする。


